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 前回に続き、ケアリーバー調査についてみてみたい。 

2021 年 3 月、日本でははじめてのケアリーバーに対する全国調査の結果が公表された。

調査では、施設・里親等を過去 5 年間（2015～2020 年度中）に中学卒業以上で措置解除と

なった 20,690 人。このうち、施設・里親等が対象者の連絡先を知っており、かつ郵送する

ことができた者が 7,385 人（35.7％）。最終の有効回答者は 2,980 人。当事者が直接記入回

答したのは全調査対象者の 14.4％。13,305 人（64.3％）についてはアンケートの案内すら

できない状況であった。以下は、施設・里親等の種別のうちわけである。 

 

 

令和 2 年度子ども・子育て支援推進調査研究事業「児童養護施設等への入所措置や里親委託等が解除された者の実態把

握に関する全国調査」三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング（2021 年）ｐ11 図表 5 より引用 

 

 

 では、なぜ、全体の約 65％ものケアリーバーに送付することができなかったのか。この

調査では、施設・里親等にも調査しており、そこから、調査の困難性の一部を垣間見ること

ができる。次の図表は、施設・里親等が現況を一定把握できているケアリーバーの数とみて

よいだろう。 
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令和 2 年度子ども・子育て支援推進調査研究事業「児童養護施設等への入所措置や里親委託等が解除された者の実態把

握に関する全国調査」三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング（2021 年）ｐ116 図表 149 より引用 

 

調査対象者 20,690 人（悉皆）のうち、13,651 人（66.0％）の現況が施設職員や里親を通

して報告されている。したがって、7,039 人（32.7％）については、施設職員も里親もケア

リーバーがいま、どうしているか不明ということになる。 

調査方法に問題があるのかどうか不明だが、この調査では、児童養護施設（72.1％）に比

して、里親（38.9％）、ファミリーホーム（30.4％）の有効回答率が顕著に低い。 

 

施設職員や里親が一定把握している 13,651 人に対して、今回の調査票を送れなかった理

由についてみてみたい。（これは自記式アンケートを送れなかった約 65％の一部に過ぎな

い） 

 

 

令和 2 年度子ども・子育て支援推進調査研究事業「児童養護施設等への入所措置や里親委託等が解除された者の実態把

握に関する全国調査」三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング（2021 年）ｐ120 図表 156 より引用 

 

調査票を送れなかった人のうち、住所・連絡先不明以外の「その他」について、みてみた

い。調査には心理的負担もかかるため依頼できないこともあるだろう。悉皆調査であったが、

調査方法の問題により依頼できなかったことも想像できる。 
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令和 2 年度子ども・子育て支援推進調査研究事業「児童養護施設等への入所措置や里親委託等が解除された者の実態把

握に関する全国調査」三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング（2021 年）ｐ173 図表 173 より引用 

 

このなかで、筆者が特に衝撃を受けたのは、「死亡」の数、「30 件」である。この数は、

20,690 人のうちではなく、施設職員や里親が一定把握している全国 13,651 人のうちであ

る。この 5 年間に全国の施設や里親での養育を受け社会へ出た若者のうち、施設職員や里

親が知っているだけで、30 人の若者が亡くなっているのだ。 

近年、若者の自死の問題が注目されているが、病死も含め、ケアリーバーの 30 人のいの

ちをどう考えるか、極めて大きな問題である。 

 


